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本報告書は、文部科学省の「地域防災対策支援研究プロ

ジェクト」委託事業による委託業務として、国立大学法

人東京大学が実施した平成 27 年度「『地域防災支援技術

パッケージ』を活用した『地域が進める防災まちづくり』

の推進」の成果をとりまとめたものです。  



はじめに 

 

平成２３年３月の東北地方太平洋沖地震を契機に、地方公共団体等では、被害想定や地

域防災対策の見直しが活発化しています。一方で、災害の想定が著しく引き上げられ、従

来の知見では、地方公共団体等は防災対策の検討が困難な状況にあります。そのため、大

学等における様々な防災研究に関する研究成果を活用しつつ、地方公共団体等が抱える防

災上の課題を克服していくことが重要となっています。 

しかしながら、防災研究の専門性の高さや成果が散逸している等の理由により、地方公

共団体等の防災担当者や事業者が研究者や研究成果にアクセスすることが難しく、大学等

の研究成果が防災対策に十分に活用できていない状況にあります。 

また、防災分野における研究開発は、既存の学問分野の枠を超えた学際融合的領域であ

ることから、既存の学部・学科・研究科を超えた取組、理学・工学・社会科学等の分野横

断的な取組や、大学・独立行政法人・国・地方公共団体等の機関の枠を超えた連携協力が

必要であることや、災害を引き起こす原因となる気象、地変は地域特殊性を有することか

ら、実際に地域の防災に役立つ研究開発を行うためには、地域の特性を踏まえて行うこと

が必要であること等が指摘されています。 

このような状況を踏まえ「地域防災対策支援研究プロジェクト」では、全国の大学等に

おける理学・工学・社会科学分野の防災研究の成果を一元的に提供するデータベースを構

築するとともに、大学等の防災研究の成果の展開を図り、地域の防災・減災対策への研究

成果の活用を促進するため、二つの課題を設定しています。 

 

① 研究成果活用データベースの構築及び公開等 

② 研究成果活用の促進 

 

本報告書は「地域防災対策支援研究プロジェクト」のうち、「②研究成果活用の促進」

のひとつである「『地域防災支援技術パッケージ』を活用した『地域が進める防災まちづく

り』の推進」に関する平成 27 年度の実施内容とその成果を取りまとめたものです。 

 

本研究は、2013 年度～2015 年度を研究期間とし、地域が進める防災まちづくりの標準

プログラムとそれを支える地域防災支援技術パッケージの提示とその有効性の検証を行う

ものです。 

標準プログラムは、当初６つのフェーズで構成される仮説から研究を開始しましたが、

3 年間の研究を経て、最終的には、「初動期」と「持続性創成期」の２つに大別され、初動

期は時系列で展開される５つのフェーズ、持続性創生期は、適宜、断続的に進められる５

つのパーツで構成されることが得られました。 

【初動期】 

①地域社会への外部からの刺激・触発 

②キーパーソンの出現 

③想定される災害状況の理解と課題の理解 

④地域社会主体の検討と行政への支援要請 



⑤行政側からの縦割り組織横断型の総合的な支援 

【持続性創成期】 

①多様な地域組織の巻き込みを図ることを目的とした地域防災対策の活動主体の重層

化（コミュニティの重層化） 

②防災まちづくり活動の持続性を高めることを目的とした関心を持つ層の裾野の拡大 

（関心を持つ層の拡大） 

③刺激の内生化 

④断続的な外部からの刺激 

⑤地域内での経験の共有を通した関心層の拡大メカニズムの創出（進捗の可視化） 

 

また、各フェーズ、各パーツの効果的にすすめることを支援する地域防災パッケージの

ツール群として計 14 のツールを提示し、その大半について有効性を検証しました。 

●ICT・技術系 

(1) AR 技術による災害リスクの可視化（「天才！まなぶくん」） 

(2) Google Earth による災害リスクの可視化 

(3) シミュレーションによる災害リスクと対策効果の可視化 

●イベントのデザイン・場づくり系 

(1) ワークショップでの ICT ツールの利用 

(2) 小学校での PTA でのイベント 

(3) グロースハック・モデルの援用（YouTube・Facebook の拡大メカニズム）による活

動の共有 

(4) 地域主催のイベント系訓練 

(5) シンポジウムなど報告会や公開討論会 

●組織系 

(1) 経験の共有を行う地域組織（輪中会議） 

(2) 多世代参加のワークショップ（中学生・大人混在） 

●防災教育系 

(1) 学校教育の中で持続的取り組み（防災がテーマの部活動） 

(2) 地域・大学・学校教育連携（町会と大学院生の出前授業） 

●制度系  

(1) 縦割り横断的な支援メニュー（茅ヶ崎市） 

(2) 地区防災計画 

 

なお、本研究は、下記の 2 点を志向したものです。 

・ 実際の地域社会で住民、行政、NPO 等の多様なセクターと協働活動すること 

・ シミュレーションをはじめとする科学技術に裏付けられた防災研究から得られた知

見を活用すること 
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１．プロジェクトの概要 

 

自然災害リスクの正しい認識に基づいた地域社会の自立的な取り組みを促進するため、

既開発の「科学技術と社会をつなぐツール」群も活用しながら、地域防災を促進する「地

域防災支援技術パッケージ」の完成度を高め、初動期から持続的な取り組みの確立までの

一連のプロセスを「地域が自律的に進める総合的・防災まちづくり」の標準プログラムの

プロトタイプとして完成させる。あわせて、標準プログラムに対応する地域防災支援ツー

ルの提示を行う。  

 

２．実施機関および業務参加者リスト 

 

所属機関 役職 氏名 担当業務 

東京大学生産技術研究所 准教授 加藤孝明 3.1、3.2、3.3、

3.4 

東京大学生産技術研究所 特任研究員  小田切利栄  3.1、3.3、3.4 

NPO 日本都市計画家協会  事務局長 土肥英生 3.2、3.3 

NPO ア！安全快適街づくり  理事長 石川金治 3.2 

 

３．成果報告 

３．１ 「地域防災支援技術パッケージ」のツール群の拡充  

(1) 業務の内容 

(a) 業務の目的 

自然災害リスクの正しい認識に基づいた地域社会の自律的な取り組みを促進するた

め、既開発の「科学技術と社会をつなぐツール」群を拡充する。  

 

(b) 平成２７年度業務目的 

昨年度に引き続き、研究代表者らがこれまでも企画に参画している葛飾区及び茅ヶ

崎市における防災まちづくりへの参与観察を通して、防災まちづくりの進展・自律的

成長に応じた現場のニーズを把握する。また、本研究グループがこれまで構築しつつ

ある「地域防災支援技術パッケージ」を構成する ICT ツールを含むツール群を整理し、

今後の検証のための素材を完成させる。これらのために受託研究最終年度である今年

度は以下の事項を実施する。  

・茅ヶ崎市において「防災都市づくりワークショップ」に関連する企画に関与しつつ、

参与観察を行う。  

・葛飾区新小岩北地区において多様な主体（自治会、商店街、PTA、学校、保育園、

高齢者福祉施設、民生委員、NPO、商業）が参加する「輪中会議」の企画に関与し

つつ、参与観察を行う。 
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(c) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

東京大学生産技術研究所 准教授 加藤孝明 

東京大学生産技術研究所 特任研究員  小田切利栄  

 

(2) 平成２７年度の成果 

(a) 業務の要約  

・茅ヶ崎市において「防災都市づくりワークショップ」（平成 27 年 11 月 21 日、12

月 20 日、平成 28 年 2 月 10 日、3 月 13 日に松林地区において実施。茅ヶ崎市主催）

に関連する企画に関与しつつ、参与観察を行った（3.2 と共通）（写真 1・2）。 

・葛飾区新小岩北地区において多様な主体（自治会、商店街、PTA、学校、保育園、

高齢者福祉施設、民生委員、NPO、商業）が参加する「輪中会議」（平成 28 年 3 月

20 日開催。新小岩北地区ゼロメートル市街地協議会主催*1）（3.2 と共通）の企画

に関与しつつ、参与観察を行った。*1 加藤研究室は協議会のメンバーである。  

 

 

(b) 業務の成果 

・昨年度に引き続き、上記を通して「地域防災支援技術パッケージ」のツール群の有

効性の検証を重ねた。 

写真 1 ICT ツールを見る  

地域の大人参加者  

写真 2 ICT ツールを見る

中学生参加者  

写真 3 大学研究者による  

地域の将来ビジョンの提示  

写真 4 市民グループによる  

地域課題の解説  
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・今年度で最終年度を迎えたため、過年度分に提示したものもあわせて、地域防災支

援ツール群をとりまとめた。また、有効性の検証状況についても整理した（表１）。 

・地域防災支援ツールのうち、法制化された地区防災計画制度を今年度取り上げた。

現場での活用に先立って、地区防災活動の支援のツールとして検討するシンポジウ

ム(後述する 3.4 共通)を地区防災計画学会と共催し、地区防災計画制度の重要事項

および運用上の留意点について理解を深めることができた。 

 

表 1 標準プログラムの各段階に対応する地域防災支援ツール 

凡例●：適している ▲：検証が必要 

局面 初動期 持続性創出期 

標準プログラムの各段階：①～⑩は表 4と対応して
いる。 

①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  ⑧  ⑨  ⑩ 

●ICT・技術系 

AR 技術による災害リスクの可視化（「天才！ま
なぶくん」） 

●  ●   ● ●  ●  

Google Earth による災害リスクの可視化 ●  ●   ● ●  ●  

シミュレーションによる災害リスクと対策効
果の可視化 

●  ●   ● ●  ●  

●イベントのデザイン・場づくり系 

ワークショップでの ICT ツールの利用   ●   ● ● ●   

小学校での PTA でのイベント   ●   ● ● ●   

グロースハック・モデルの援用（ YouTube・
Facebook の拡大メカニズム）による活動の共
有 

     ▲ ▲ ▲  ▲ 

地域主催のイベント系訓練   ●   ● ● ●   

シンポジウムなど報告会や公開討論会      ● ● ●  ● 

●組織系 

経験の共有を行う地域組織（輪中会議）      ●  ●   

多世代参加のワークショップ（中学生・大人
混在） 

      ● ●   

●防災教育系 

学校教育の中で持続的取り組み（防災がテー
マの部活動） 

     ● ●  ● ● 

地域・大学・学校教育連携（町会と大学院生
の出前授業） 

     ● ●  ● ● 

●制度系  

縦割り横断的な支援メニュー（茅ヶ崎市）     ●      

地区防災計画     ▲      

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

・「地域防災支援技術パッケージ」を構成する ICT ツールを含むツール群を用いた防

災まちづくりワークショップの企画に関与し、参与観察するとともに、過年度に提

示したものも含め、後述する標準プログラムのプロトタイプの各フェーズ・パート

に応じた地域防災支援ツール群として表 1 のようにとりまとめた。あわせてその有

効性の検証状況についても整理した。  

・なお、有効性の検証に関しては、グロースハック・モデルの援用（YouTube・Facebook

の拡大メカニズム）による活動の共有ツール、および、地区防災計画については今

後更なる実証的検証が必要である。今後、更なるツールの拡充と有効性の検証、加

えて現場での実践的活用を通した改良が望まれる。  
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３．２ 「地域防災支援技術パッケージ」の有効性の実証を通した方法論の標準化  

(1) 業務の内容  

(a) 業務の目的 

自然災害リスクの正しい認識に基づいた地域社会の自律的な取り組みを促進するた

め、科学技術の裏付けのある「地域が自律的に進める総合的防災まちづくり」の標準

プログラムのプロトタイプを完成させる。  

 

(b) 平成２７年度業務目的 

1)地域防災活動の場づくりのスタートアップのノウハウの蓄積と標準化 

標準プログラムの最初のフェーズである「地域防災活動の場づくり」のスタート

アップのノウハウの蓄積・共有化を図り、受託研究最終年度である今年度は、これ

まで「職人芸」的に行われてきたとも言える方法論の標準化例の提示のための素材

の完成に向けて、以下の事項を実施する。  

・茅ヶ崎市において「防災都市づくりワークショップ」に関連する企画に関与しつ

つ、参与観察を行う（3.1 と共通）。 

・葛飾区新小岩北地区において多様な主体（自治会、商店街、PTA、学校、保育園、

高齢者福祉施設、民生委員、NPO、商業）が参加する「輪中会議」の企画に関与

しつつ、参与観察を行う（3.1 と共通）。  

・地域特性の異なる新たな地区における地域防災活動の立ち上げに参画し、「地域防

災活動の場づくり」のフェーズにおける「地域防災支援技術パッケージ」の有効

性の検証を行う。  

2)地域活動連携型の学校防災教育プログラムの構築 

地域防災活動の持続性を高めること、活性化を図ることが重要である。中学生ら

の参画が有効であることがこれまでの活動によって明らかにとなっている。学校教

育においては防災教育が位置付けられているところであるが、地域活動と連携させ

ることによって地域にとっても学校教育にとっても相乗的に効果を挙げられる可能

性があると考えられる。受託研究最終年度である今年度は、実証を通して地域防災

支援技術パッケージに中学生等の参画と学校防災教育プログラムへの反映例を検討

するため、以下の事項を実施する。  

・昨年に引き続き、茅ヶ崎市および葛飾区新小岩北地区での地域防災への中学生の参

加支援を通して、地域活動連携型の学校防災教育プログラムに必要な要素を抽出す

る。 

 

(c) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

東京大学生産技術研究所 准教授 加藤孝明 

NPO 日本都市計画家協会  事務局長 土肥英生 

NPO ア！安全快適街づくり  理事長 石川金治 
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(2) 平成２７年度の成果 

(a) 業務の要約 

1)地域防災活動の場づくりのスタートアップのノウハウの蓄積と標準化 

標準プログラムは初動期と持続性創生期に大別されると想定し、前半のフェーズ

である初動期（「地域防災活動の場づくり」のスタートアップ）については、茅ヶ崎

市、および、特性の異なる他の地域における参与観察を通して、そのノウハウの蓄

積・共有化を図るとともに、持続性創生期については、葛飾区の輪中会議を通して、

適切性の検証を行う。また持続性創生期の「コミュニティの重層化」の実現可能に

ついては、「輪中会議」を通した実証の他、他の地域での実行性を図るために２つの

調査を行った。最終年度を迎えることから、標準プログラムの最終形を提示する。  

・初動期のノウハウの蓄積・共有化を目的として  

 茅ヶ崎市において「防災都市づくりワークショップ」に関連する企画に関与しつ

つ、参与観察を行った（平成 27 年 11 月 21 日、12 月 20 日、平成 28 年 3 月 13

日松林地区において実施）。また、全市的な啓発の場である「防災フェア」（主催：

茅ヶ崎市、寒川町、茅ヶ崎たいあっぷ９０推進協議会：平成 28 年 1 月 17 日開催）

（3.1 と共通）において、本プロジェクト担当代表である加藤孝明が基調講演「地

域から進める防災【も】まちづくり」（写真 5）およびパネルディスカッション「地

域から進める防災もまちづくりの今後の可能性」のコーディネーターを務めた（写

真 6）。 

 地域特性の異なる新たな８地区における地域防災活動の立ち上げを参与観察し、

「地域防災活動の場づくり」のフェーズにおける「地域防災支援技術パッケージ」

の有効性の検証を行った。 

・持続性創生期の適切性の検証を目的として  

 葛飾区新小岩北地区において多様な主体（自治会、商店街、PTA、学校、保育園、

高齢者福祉施設、民生委員、NPO、商業）が参加する「輪中会議」（平成 28 年 3

月 20 日開催）の企画に関与しつつ、参与観察を行った（写真 7）。【3.1 と共通】 

・持続性創生期の「コミュニティの重層化」の実現可能性の検証を目的として  

 標準プログラムの地域社会における茅ヶ崎市および葛飾区における住民協働事業

を収集し、現在、存在する活動主体と内容を分野別に整理した（図 1）。併せて、

住民団体等による公益的活動が表出する街頭掲示等を調査し、活動の実態を確認

した。 
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表 2 地域特性の異なる地区での参与観察一覧  

地区名 実施日 地区名 実施日 

川崎市上平間地区  6/28、11/8、2/14 川崎市渡田山王地区 6/28、9/6、11/29、2/7 

国分寺市本多地区  12/1、1/19 国分寺市高木町地区  12/26、1/19 

名古屋市大和学区  1/20 浦安市猫実地区  1/30 

綾瀬市自治会連合会  6/27 綾瀬市寺尾地区  8/1 

 

2)地域活動連携型の学校防災教育プログラムの構築 

地域防災活動に中学生らの参画が有効であることが明らかにとなっている。学校

教育の中に防災教育が位置付けられているが、地域活動と連携させることによって

地域にとっても学校教育にとっても相乗的に効果をもたらす可能性がある。昨年に

引き続き、今年度も実践を通して中学生等と経験をともにし、学校防災教育プログ

ラムのあり方について理解、考察を深めた。  

・ 茅ヶ崎市松林地区で、松林中学校生徒が参加する防災都市づくりワークショップ

が表 2 のプログラムで開催され（主催：茅ヶ崎市、平成 27 年 11 月 21 日、12 月

20 日、平成 28 年 2 月 20 日、3 月 13 日）、その参与観察を行った。  

・ 葛飾区新小岩北地区では、上平井中学校地域防災研究部活動支援（平成 27 年 8

月 6 日、8 月 19 日、8 月 24 日、10 月 24 日）、および、上平井小学校および松上

写真 6 パネルディスカッショ

ンの様子  

写真 7 輪中会議の様子  

写真 5 防災フェア入口  

（基調講演の案内）  
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小学校への出前授業（町会、NPO ア！安全・快適街づくり・加藤研究室の連携に

よる：平成 27 年 11 月 24 日、12 月 10 日、平成 28 年 1 月 22 日）を実施した。 

 

  

      

 

 

 

(b) 業務の成果 

1)地域防災活動の場づくりのスタートアップのノウハウの蓄積と標準化  

・地域で新しく防災まちづくりをスタートアップさせることをねらいとした茅ヶ崎市

防災都市づくりワークショップの参与観察によって、標準プログラムのプロトタイ

プのうち「初動期」のノウハウを蓄積することができた。  

写真 8 火災実験の様子  

 

 

写真 9 東京大学生産技術研究所加藤孝明

研究室付属研究室として防災アクションプ

ログラムの検討  

写真 11 葛飾区新小岩北地区内上平井小学校出前授業の様子  

（写真提供：NPO ア！安全快適街づくり）  

写真 10 茅ヶ崎市防災フェアにおける中学生の防災都市づくりワークショップの発表  
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・地域特性の異なる新たな地区における地域防災活動の立ち上げを参与観察し、標準

プログラム「初動期」の有効性が確認できた。  

・多様な主体（自治会、商店街、PTA、学校、保育園、高齢者福祉施設、民生委員、

NPO、商業）が参加し開催が重ねられている「輪中会議」の企画実施に関与し、参

与観察することにより、同標準プログラム「持続性創出期」の有効性を確認できた。  

・標準プログラムのうち、「⑥コミュニティの重層化」に関しては、茅ヶ崎市、葛飾区い

ずれについても潜在的に重層化の可能性は高いことが住民協働事業調査、および、

公益的活動実態調査を通して十分な潜在力があることが示唆された（図 1、表 2）。 

・過年度からの検証を通して、標準プログラムを結論として整理した（図 2、表 4）。

標準プログラムは、「初動期」と「持続性創成期」の２つに大別され、初動期は時系列で展開

される５つのフェーズ、持続性創生期は、適宜，断続的に進められる５つのパーツで構成さ

れることを得た。 

 

表 3 公益的活動の街頭表出調査によって把握できた地域の中の公益的活動団体と公益的活動事例  

公益的活動団体  

1.町会・自治会（防犯委員会／防災対策委員会／文化部フリマ

の会／福祉部／体育振興会／環境指導員／環境衛生部／地区委

員／組長／班長／防災リーダー、2.PTA、PGT（Parents and 

Grandparents）、3.商店会、4.公園愛護会、5.防犯協会、6.交通

安全協会、7.NPO、8.氏子会、9.マンション管理組合、10.子ど

もを守る地域の会、11.スポーツ少年団、12.集会施設管理運営

委員会、13.祭り囃子保存会、14.清掃協力会、15.郷土会等＜以

上、非営利・民間・公式のボランタリーや非営利組織＞、16.

個人的ボランティア、17.市民グループ（幹線道路反対運動や少

年サッカークラブ運営）、＜以上、非営利・民間・非公式の個人

＞、18.青少年健全育成会等、19.社会福祉協議会、20.交通安全

対策協議会、21.消防団、22.保護司会＜以上、非営利・公式・

公共の行政に近い行政委嘱員や特別公務員＞  

公益的活動分野  

清掃・衛生（ゴミ集積場管理）、保健・福祉（高齢者福祉など）、

防災（消防団パトロール、防災倉庫など）、防犯（防犯連絡所、

防犯パトロールなど）、交通安全、都市整備（集会施設管理、公

園管理など）、青少年健全育成、お祭り、文化・教育（ベルマー

ク集め）、産業  

 

 

住民
教育

土木商工業

農林業

保健・衛
生・医療

福祉 安全

自治・祭り

生活8分野は、総務省部門別職

員数の部門をもとに、住民から見
ての言葉に書き換えた。また、
「労働部門」を割愛している。

行政委嘱員 行政組織

業界・職能団体

地域コミュニティ事業
（まちぢから協議会）

市民活動団体

自治会

自主防災組織

市民まつり

災害時要援護者支援（
地域）

防災リーダー

避難所打ち合わせ会

サロン活動

民生・児童委員

家庭的保育者

子育てポータル
サイト事業
（NPO)

ファミリーサ
ポートセンター
事業支援会員

地域猫活動モデル

在宅医療推進事
業地域リーダー

不動産事業者団体

観光ボランティアガイド

たいあっぷ９０
推進協議会

公園愛護会

ジュニアリーダー

こども会

冒険遊び場事業

ボランティア
編集委員

まなびの市民講師

海青祭（はまかぜまつり）

図書館ボランティア

小学校ふれあいプラザ事業
(運営協議会）

青少年教育団体

中学校部活動
指導協力者

自主防犯活動
団体

防犯灯設置（自治会）

市民安全相談員

犯罪被害者支
援自助グルー
プ

消防団員

交通安全協会

食育推進事業

地域福祉活動交流会

子ども健全育成推進(NPO）

生活保護子ども支援
相談員

ゴミの減量化
市民活動団体

街の中には、公益的活
動の担い手とその活動
が広がっている。

スタートで声をかけ、
ネットワークをつなげる
相手は街の中にいる。

公益的活動とその担い手は、
茅ヶ崎市各部課業務計画（平成
27年度）から、地域協働型事業か
ら抜粋したものである。
http://www.city.chigasaki.kanag
awa.jp/_res/projects/default_pr
oject/_page_/001/009/518/27HP
.pdf

黒字：公益活動の担い手

緑字：公益的活動

主に教育推進部
文化生涯学習部

主に都市部・建設部

主に経済部

主に環境部

主に子ども育成部
保健福祉部

主に市民安全部

主に総務部

茅ヶ崎市

善意・ボランティア・任意

 

住民
教育

土木商工業

農林業

保健・衛
生・医療

福祉 安全

自治・祭り

生活8分野は、総務省部門別職

員数の部門をもとに、住民から見
ての言葉に書き換えた。また、
「労働部門」を割愛している。

行政委嘱員 行政組織

業界・職能団体

黒字：公益活動の担い手

緑字：公益的活動

行政のほとんどの分野
で協働事業が実施され
ている。

公益的活動とその担い手は、葛
飾区平成27年度事務事業評価表
（基本）に記述の地域協働型事
業から抜粋したものである。
http://www.city.katsushika.lg.jp
/_res/projects/default_project/_
page_/001/006/370/2703bessatu
1-2-1.pdfおよび同2-2-1、2-2-2

輪中会議は、研究者らが追記し
た。

主に教育委員会事
務局

主に都市整備部
主に商工

主に衛生部

主に福祉部 主に総務

主に総務

葛飾区

薬物乱用防止推進
薬物乱用防止指導員

ふれあい共食の会
ボランティア

社会を明るくする運動

保護司会

放置自転車追放
キャラバン

自治会 PTA

交通安全協会

交通安全運動

緑化協力推進員
花とみどりのはがきコンクール

綾瀬川クリーンキャンぺーン

荒川クリーンエイド
荒川を考える葛飾区民会議

かつしか環境緑化フェア

環境保全活動団体

環境美化の日
自治会

子ども会

トイランド運営（おも
ちゃ修理）
ボランティア

ふれあいレクリエーション
区内農家

菖蒲まつり

自治会、商店街、
青少年育成地区委
員会

納涼花火大会

ぱるフェスタ

実行委員会（セン
ター利用団体）

非核平和記念のつどい

保育園
高齢者クラブ

地区センターまつり

地区センター運営協議会
まちづくり懇談会

区民文化祭
文化協会17団体

合唱祭 合唱連盟
文化財保護普及・啓発

商店街

子どもまつり
子ども会育成会連合会

まなび交流まつり
交流館利用団体

子ども読書活動推進
ボランティア

かつしかふれあいRUN
フェスタ

文化財保護推進委員

青少年団体

学生ボランティア

区民体育大会
体育協会

精神保健相談 NPO

身体障害相談員

知的障害者相談員

難病患者会[ボ
ランティア）

母子相談
母子・父子自立支援員

福祉サービス苦情調整
苦情調整委員

住宅相談マンション管理士会

不動産業者協力店民間住宅あっせん

野鳥保護ボランティア獣医

農業応援サポーター

区民相談
弁護士クラブ

税理士会

屋外広告物除去 違反広告物除去協力員

介護相談
介護相談員

高次脳機能障害
ボランティア

失語症サポーター

ファミリーサ
ポートセンター
事業支援会員

家庭福祉員

サロン活動

地域開放型花
壇管理

放課後子ども事業（わくチャレ）

児童指導サポーター

学校避難所運営会議

街路消火器 自治会

民生・児童委員

食品衛生自治指導
員

防災市民組織

私道防犯灯（自治会）

清掃協力会

商店街連合会

実行委員会
観光イベント

地域活動団体

ひまわり110番
PTA

地元まちづくり組
織

防犯協会

エコファミリー
エコ事業所

地域スポーツクラブ

輪中会議

善意・ボランティア・任意

図 1 行政が予定あるいは実施している市民協働型事業（左：茅ヶ崎市 右：葛飾区）  
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表 4 標準プログラム 

【
初
動
期
】 

① 地域社会への外部からの刺激・触発 

② キーパーソンの出現 

③ 想定される災害状況の理解と課題の理解 

④ 地域社会主体の検討と行政への支援要請 

⑤ 行政側からの総合的な支援と総合的な思考 

５つのフェーズ 

（時系列で展開する） 

【
持
続
性
創
生
期
】 

⑥ コミュニティの重層化 

⑦ 関心を持つ層の拡大 

⑧ 刺激の内生化 

⑨ 断続的な外部からの刺激 

⑩ 進捗の可視化 

５つのパーツ 

（適宜、行う） 

 

2)地域活動連携型の学校防災教育プログラムの構築 

・ 地域活動連携型の学校防災教育プログラムとして、学校側の活動の持続性を維持

させることが課題である。一般に見られる生徒会活動のような年度完結のトピッ

ク型の活動、地域ボランティア活動のような単発型の活動では、持続性の確保が

課題である。  

図 2 標準プログラムプロトタイプ 

（図中丸数字は、表 1・表 4 と対応している） 

×

要
求
型

共助＋「公助の支援」の関係確立

消
防

学
校
教
育

危
機
管
理

防
災

高
齢
者
福
祉

都
市

社
会
教
育

行政組織

コミュニティ（地域）外部

③想定される災害状況の理解と課題の理解

コミュニティ（地域）
コミュニティ（地域）

⑦関心を持つ層の拡大

⑥コミュニティ重層化
⑨断続的な
外部からの刺激

相互触発による刺激

⑩進捗の可視化

【住民先行・行政後追いの型】

⑧刺激の
内生化

①地域社会への
外部からの刺激・触発

②キーパーソンの出現

④地域社会主体の検討と
行政への支援要請

⑤行政側からの
総合的な支援と
総合的な考え方

地域の力が
縦割りをつなぐ

標準プログラム
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・ 葛飾区上平井中学校地域防災研究部（旧理科部）の活動は、地域活動連携を部活

動に位置づけるという新しいモデルとして、地域・外部の専門家と学校教育の連

携の新しいモデルとして提示されたと考えられる。  

・ 茅ヶ崎市防災都市づくりワークショップでは、今回初めて中学生を主軸とする企

画であった。非公式ヒアリングによると、外部専門家を招いての企画は学校とし

ても生徒の経験としても貴重であるとの評価が見られた。特に専門家のファシリ

テーションについては高い評価が得られた。一方で他の地域での展開という観点

では、学校側が外部専門家を招聘するしくみがないことから学校単独での同様の

企画は困難であるとの感触を得ている。また教員の負担も大きくなる点が課題と

なる。ただし、外部専門家のノウハウの提示は、学校教育の中での防災教育の活

性化につながる可能性がある。  

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

1)地域防災活動の場づくりのスタートアップのノウハウの蓄積と標準化 

・ 茅ヶ崎市での実践を通して標準プログラムの「初動期」のノウハウを蓄積した。

また、地域特性の異なる新たな地区における地域防災活動の立ち上げを参与観察

し、標準プログラム「初動期」の有効性を確認した。  

・ 葛飾区での「輪中会議」を通して標準プログラム「持続性創出期」の有効性を確

認した。 

・ 住民協働事業調査、および、地域社会における公益的活動実態調査を通して、標

準プログラムの「⑥コミュニティの重層化」の実現可能性を検証した（図 1、表

3）。 

・ 過年度からの総まとめとして、標準プログラムを提示した（表 5、図 2）。標準プ

ログラムは、「初動期」と「持続性創成期」の２つに大別され、初動期は時系列で

展開される５つのフェーズ、持続性創生期は、適宜、断続的に進められる５つの

パーツで構成されることを得た。 

・ 今後の課題として、異なる特性の地域での標準プログラムの実践、異なるチーム

による実践を通した標準プログラムの適切性について更なる検証が望まれる。  

 

2)地域活動連携型の学校防災教育プログラムの構築 

・ 茅ヶ崎市においては、中学生を主軸とする地域連携型ワークショップ、大人を主

軸とする中学生が参加する地域連携型ワークショップ、葛飾区においては、部活

動における研究活動および地域防災活動という異なるタイプを参与観察した。い

ずれも特徴があり、今後の参考となる経験の蓄積を図ることができた。  

・ 今後の課題として、良い事例の収集・蓄積と経験の共有を行う必要がある。  
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３．３ 工夫・知恵・経験の共有による創発の促進 

(1) 業務の内容 

(a) 業務の目的 

自然災害リスクの正しい認識に基づいた地域社会の自立的な取り組みを促進するこ

とを目的として、異なる背景、ハザード、地域特性の事例において行われた工夫、知

恵、経験を自治体を越えた共有をとおして創発を促し、新たな「知」の創出、蓄積を

行う。 

(b) 平成２７年度業務目的 

各地の防災まちづくりの現場では工夫・知恵・経験が蓄積されているが、必ずしも

それらが地域を越えて共有されているとは言えない。そこで、共有する場を設け、普

及の機会とするとともに、共有による創発、すなわち新たな工夫・知恵を創出する機

会とするため、以下の事項を実施する。 

・茅ヶ崎市および葛飾区新小岩地区の本事業関係者、及び、当該地域の地域住民、他

の地域の住民、地方自治体の防災対策担当者の参加を得て、異なる背景、ハザード、

地域特性において行われた地域防災支援の工夫、知恵、経験を、自治体を越えて共

有する情報交換、意見交換の場となるシンポジウムを開催する。 

(c) 担当者 

所属機関  役職 氏名 

東京大学生産技術研究所 准教授 加藤孝明 

東京大学生産技術研究所 特任研究員  小田切利栄  

NPO 日本都市計画家協会  事務局長 土肥英生 

 

(2) 平成２７年度の成果 

(a) 業務の要約 

各地の防災まちづくりの現場では、各々、工夫・知恵・経験が蓄積されているが、

それらが地域を越えて共有されているとは言えない。本研究では、経験を共有する

場を設け、共有による創発、すなわち、新たな工夫・知恵を創出する機会を設けた。 

シンポジウム「地域社会の実際と地区防災計画に期待される役割を考える」（平成

27 年 8 月 23 日、加藤孝明研究室主催、地区防災計画学会共催）を開催（写真 12）

し、その記録概要(写真 13)を作成して本研究室 HP で公開した。なお、本シンポジ

ウムは、本プロジェクトの地域報告会としても位置付けて開催した。茅ヶ崎市およ

び葛飾区新小岩地区の本事業関係者、及び、当該地域の地域住民、他の地域の住民、

NPO、地方自治体の防災対策担当者が参加し、異なる背景・ハザード・地域特性を

持つ地域で蓄積された工夫、知恵、経験を共有した。
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 加藤孝明研究室「地域社会の実際と地区防災計画に期待される役割を考える公開研究会」  

研究会（第 7 回） 

 日時  平成 27 年 8 月 23 日（日）14:30～17:20 

 場所  
東京大学  生産技術研究所Ｓ棟（駒場）  

〒153-8902 目黒区駒場 3-8-1 

 主催  東京大学生産技術研究所加藤孝明研究室／地区防災計画学会  

 後援   公益財団法人  東京都都市づくり公社  

 定員  135 名  ※定員になり次第，締め切らせていただきます  

 概要  

地域社会をベースに先駆的な活動をすすめている３つの団体を招き、地域防災を含む地域

社会での取り組みに関してその背景となる問題意識、実際の取り組みを紹介いただきます。

後半のパネルディスカッションでは、それを素材として地域社会における実際の活動をふ

まえて、地区防災計画の地域社会における意義、その運用のあるべき方向性について議論

を深めます。なお、パネルディスカッションは、会場参加形式ですすめる予定です。  

 内容  

■ 14:30～15:30  

趣旨説明  

「地域社会の実際をふまえて考えることの重要性」：加藤孝明     

話題提供  

「葛飾区新小岩北地区における大規模水害に備えるまちづくり」  

    NPO！ア！安全・快適まちづくり理事・渡辺喜代美     

「墨田区密集市街地における『ふじのきさんの家』を中心とする取り組み」  

    NPO すみだ燃えない壊れない会議理事・土肥英生（都市計画プランナー）     

「いたばし『まちの学校』における市民の取り組み・問題意識」  

    いたばしボランティアセンター・篠原恵     

■ 15:40～17:10 

 パネルディスカッション「地域社会の実際と地区防災計画」     

コーディネーター：  加藤孝明  東京大学  

パネラー：  

西澤雅道  
前・内閣府（防災担当）普及啓発・連携担当参事

官室総括補佐  

中澤孝介  新建新聞社リスク対策 .com  編集長  

渡辺喜代美  NPO！ア！安全・快適まちづくり理事  

土肥英生  NPO すみだ燃えない壊れない会議理事  

篠原恵  いたばしボランティアセンター  

「地区防災計画の概要・地区防災計画の現状と課題」  

    西澤 雅道     

「地区防災計画への期待」  

    中澤 幸介  

討論   

 参加  

まちづくり・地域防災に関心のある方・地区防災計画制度に関心ある方 (自治体関係者、大

学等研究機関、企業関係者、個人等) 

参加費 無料  当日資料代：無料（今回に限って）  

参加申込先 : 事務局  info[a]gakkai.chiku-bousai.jp  [a] → @ 

件名に「※公開研究会／意見交換会参加」とご記載ください。  
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(b) 業務の成果 

市民、研究者、行政関係者、NPO 関係者、学生約 80 名程度が参加した。パネルディ

スカッションにおいて、地域防災の事例をもとに、地域防災支援ツールのひとつと位

置づけている「地区防災計画制度」の活用の知恵について議論を重ね、多面的に議論

を行った。 

① 地域社会の課題を総合的に解くという視点 

地域社会では、防災だけではなく、他の課題もあわせて総合的に地域課題を解こ

うとする現実がある。一方で防災に特化した制度は総合性を阻害する可能性がある

ことに留意する必要がある。 

② 活動の自律発展性の促進 

防災計画を策定することが目的化し、策定行為の後の継続的な発展性を阻害する

恐れがあることに留意する必要がある。特に地区防災計画制度は防災会議にて認定

されるため、改定の認定方法によっては、改定頻度が低下する恐れがある。 

③ 地区特性に対する柔軟な対応 

雛形を主軸とする計画づくり、計画の普及が一般的であるが、多様な地区特性が

あることをふまえると、地区特性に対して柔軟に対応できる仕組みとする必要があ

る。 

④ 地域防災活動の成果に対する評価 

担い手の負担、地域社会での役割分担、行政と地域社会・担い手との役割分担を

適正化する必要がある。負担の大きさと社会的・経済的評価の適正バランスを確保

することによって持続性が生まれる可能性がある。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

過年度分をあわせると、下記が結論として得られた。  

・ 「内発性」「自律発展性」「総合性」の３つの視点が必要条件である。 

・ 担い手の確保、担い手のモチベーションの維持が共通課題である。 

・ 多様な地域特性があることをふまえると、標準マニュアルは存在せず、むしろ、

それぞれの地域特性を反映した独自のモデルを他の事例からのヒントを刺激とし

写真 12 シンポジウム「地域社会の実際と地区防災計画に

期待される役割を考える」会場の様子  

写真 13 記録概要の

表紙  
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て構築することが重要なポイントである。  

 

本研究の取組みを参考に、今後、「経験の共有の場」を社会的に設け、継続させる必

要がある。 

 

３．４  その他 

(1) 業務の内容 

(a) 業務の目的 

自然災害リスクの正しい認識に基づいた地域社会の自律的な取り組みを促進するた

めに、全国の大学等における理学・工学・社会科学分野の防災研究の成果を一元的に

提供するデータベースの構築に協力するとともに、防災研究成果の展開を図り、地域

の防災・減災対策への研究成果の活用を促進する。  

 

(b) 平成２７年度業務目的 

課題②を行うにあたり、以下の事項を併せて実施する。  

・大学等の防災研究者、地方自治体等の防災対策担当者等、地域防災支援活動の中

核となる者から構成される運営委員会を組織し、研究の企画推進を行う。  

・本課題における地域報告会としては、3.1～3.2 の活動の一環として参画するシン

ポジウムなどの機会を活用し、各対象地域において今年度の活動方針を報告、共

有する場を設ける。また、3.3 の活動において開催するシンポジウムを活用し、

他の地域の住民、地方自治体の防災対策担当者を対象として、本研究の成果を報

告、共有する場を設け、研究成果の普及を図る。 

・課題①が企画・運営する運営委員会へ参画する。  

・これまでの研究活動成果を取りまとめ、課題①の研究成果データベースに反映す

るとともに、課題①の研究担当者に事業の広報に使える情報を提供する。  

・文部科学省が開催する成果報告会に参加する。  

 

(c) 担当者 

所属機関  役職 氏名 

東京大学生産技術研究所 准教授 加藤孝明 

東京大学生産技術研究所 特任研究員  小田切利栄  

 

(2) 平成２７年度の成果 

(a) 業務の要約 

課題②を行うにあたり、以下の事項を併せて実施した。  

・大学等の防災研究者、地方自治体等の防災対策担当者等、地域防災支援活動の中核

となる者から構成される運営委員会を組織し、研究の企画推進を行った（開催日は、

4.1 会議録を参照）  

・本課題における地域報告会としては、3.1～3.2 の活動の一環として参画するシンポ

ジウムなどの機会を活用し、各対象地域において今年度の活動方針を報告、共有す



 15 

る場を設けた。また、3.3 の活動において開催するシンポジウムを活用し、他の地

域の住民、地方自治体の防災対策担当者を対象として、本研究の成果を報告、共有

する場を設け、研究成果の普及を図った。 

・課題①が企画・運営する運営委員会へ参画した（平成 27 年 8 月 6 日、平成 28 年 3

月 16 日）。 

・これまでの研究活動成果を取りまとめ、課題①の研究成果データベースに反映する

とともに、平成 27 年 5 月 21 日、7 月 29 日にヒアリングに対応し、課題①の研究

担当者に事業の広報に使える情報を提供した。 

・文部科学省が開催する成果報告会に参加した（平成 28 年 3 月 15 日）。 

(b) 業務の成果 

・大学等の防災研究者、地方自治体等の防災対策担当者等、地域防災支援活動の中核

となる者から構成される運営委員会を組織し、研究の企画推進を行った。  

・課題①が企画・運営する運営委員会、文科省が開催する成果報告会に参加し、課題

①のデータベース構築に協力した。 

・3.1～3.2 の活動の一環として参画するシンポジウムなどの機会を活用し、地域報告

会とした。また、3.3 の活動において開催するシンポジウム（8/23）を活用し、他

の地域の住民、地方自治体の防災対策担当者を対象として、本研究の成果を報告、

共有する場を設け、本プロジェクトの研究成果の普及を図った。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

・ 本研究の成果を分かりやすい形式で課題①の担当者へ情報提供し、課題①のデータ

ベースに掲載した。今回、課題①の担当者の尽力によって形式的な情報としては情

報量を縮約した中でも、エッセンスに関しては漏洩無く、データベースに掲載され

たと判断している。  

・ 本研究のように住民との協働活動を中核とする研究成果の場合、情報量の縮約によ

って意味のないものになりがちである。持続的に地域社会に役立つ情報としてデー

タベースへ反映させていくためには、情報の受け側である課題①のデータベース担

当者のセンス、能力、努力に頼るだけではなく、両者のコミュニケーション技術の

向上を図る必要がある。 

 

４．活動報告 

４．１ 会議録 

運営委員会開催記録  

・茅ヶ崎市部会―次の日程で運営委員会茅ヶ崎市グループと生産技術研究所または茅ヶ

崎市において打ち合わせのほか、メール・電話等でのやりとり多数（平成 27 年 4 月 8

日、8 月 5 日、9 月 29 日、11 月 12 日、12 月 20 日、平成 28 日 1 月 7 日、1 月 17 日、

3 月 13 日） 

・葛飾区部会―次の日程で運営委員会葛飾区グループと生産技術研究所または葛飾区内

での打ち合わせ（平成 27 年 11 月 17 日、12 月 7 日、平成 28 年 1 月 13 日、3 月 20

日）のほか、メール・電話等でのやりとり多数。 
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４．２ 対外発表 

(1) 学会等発表実績 

地域社会における講演・発表 

発表成果（発表題目）  発表者氏名  発表場所 

（会場等名） 

発表時期  国際・国

内の別 

防災【も】まちづくりの

すすめ 

加藤孝明 

 

綾瀬市寺尾地区防災

まちづくり活動報告

会（綾瀬市寺尾いず

み会館）  

平成27年 

8月1日 

国内 

地域からすすめる防災

まちづくりのポイント  

加藤孝明 

 

浦安猫実地区まちづ

くりシンポジウム  

平成28年 

1月30日 

国内 

地域から進める防災

“も”まちづくり  

加藤孝明 

 

茅ヶ崎市防災フェア

（茅ヶ崎市民文化会

館小ホール）  

平成28年 

1月17日 

国内 

地域から進める防災

“も”まちづくり  

加藤孝明 

 

茅ヶ崎市松林地区防

災都市づくりワーク

ショップ（茅ヶ崎市

立松林中学校）  

平成27年 

11月21日 

国内 

水辺「ルネッサンス」構

想 

加藤孝明 

 

葛飾区新小岩北地区

輪中会議（葛飾区新小

岩北地区センター） 

平成28年 

3月20日 

国内 

 

マスコミ等における報道・掲載 

報道・掲載された成果

（記事タイトル）  

対応者氏名  報道・掲載機関  

（新聞名・ＴＶ名） 

発表時期  国際・国

内の別 

徳光・木佐の知りたい

ニッポン！～みんなの

力で楽しみながら！防

災に役立つヒントを見

つけよう 

加藤孝明 政府インターネッ

トテレビ  

平成27年8月

23日～ 

国内 

 

学会等における口頭・ポスター発表  

発表成果（発表題目、口

頭・ポスター発表の別） 

発表者氏名  発表場所 

（学会等名）  

発表時期  国際・国

内の別 

地域社会の実際と地区

防災計画に期待される

役割を考える  

加藤孝明 

 

地区防災計画学会

公開研究会  

（東京大学生産技

術研究所）  

平成27年 

8月23日 

国内 

茅ヶ崎市における防災

都市づくりワークショ

ップ事例報告―地域主

体の防災街づくり実現

のための工夫―  

関谷陽平（茅

ヶ崎市） 

地区防災計画学会

大会 

（東京大学生産技

術研究所）  

平成28年 

3月6日 

国内 

地域での自律的な取り

組みが継続されるため

の条件―葛飾区新小岩

北地区での取り組みを

振り返って―  

塩崎由人（東

京大学加藤

孝明研究室） 

地区防災計画学会

大会 

（東京大学生産技

術研究所）  

平成28年 

3月6日 

国内 
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学会誌・雑誌等における論文掲載  

掲載論文（論文題目）  発表者氏名  発表場所 

（雑誌等名）  

発表時期  国際・国

内の別 

これまでの10年、これか

らの 10年に向けて－広

域ゼロメートル市街地

のまちづくり－  

加藤孝明 ア！安全・快適街づ

く り ニ ュ ー ス 、
vol.21 

平成27年5月 国内 

東京「広域ゼロメートル

市街地」の大規模水害へ

の備え 

加藤孝明 CIDIRニュースレタ

ー 

平成27年6月 国内 

東京低地の地域コミュ

ニティの大規模水害に

備えた取り組み～地域

の底力と輪中会議～東

京都葛飾区新小岩北地

区の取り組み  

加藤孝明 水災害時の避難の

あり方について～

首都東京に起こり

うる大規模水害、高

潮に備えて～、日本

自治体危機管理学

会・㈱オリエンタル

コンサルタンツ編

（書籍）  

平成 27 年 11

月 

国内 

地域での自律的な取り

組みが継続されるため

の条件―葛飾区新小岩

北地区での取り組みを

振り返って―  

加藤孝明、塩

崎由人、渡邊

喜代美、石川

金治 

 

C+Bousai、地区防災

計画学会誌 Vol.6、
pp.44-46 

平成28年3月  国内 

茅ヶ崎市における防災

都市づくりワークショ

ップ事例報告―地域主

体の防災街づくり実現

のための工夫―  

加藤孝明・関

谷陽平（茅ヶ

崎市） 

C+Bousai、地区防災

計画学会誌 Vol.6、
pp.47-48 

平成28年3月  国内 

 

(2) 特許出願，ソフトウエア開発，仕様・標準等の策定 

(a) 特許出願 

なし 

(b) ソフトウエア開発 

なし 

(c) 仕様・標準等の策定 

なし 
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５．むすび 

 

『地域が進める防災まちづくり』の推進を通して当初計画した『地域防災支援技術パッ

ケージ』の完成度を高めることができた。初動期として５つのフェーズ、持続性創生期と

して５つのパーツで構成される『地域防災支援技術パッケージ』の標準プログラムのプロ

トタイプを提示し、その有効性を検証した。また、各フェーズ、パーツに対応した 14 の

地域防災支援ツールを提示し、その大半について有効性の検証を行った。 

この他に学校教育における地域連携型の教育プログラムの構築を志向し、研究期間 3 年

間に渡って経験を重ね、現状の課題について理解を深めるとともに今後のあり方について

考察を行った。「経験の共有の場」を設け、現状の課題・工夫、次への展開の方向感を議論、

共有し、地域防災活動の活性化、ステップアップを図った。  

また課題①のデータベースを社会的に役立つものとするという視点から課題①の担当

者と議論し、今後のデータベースへの掲載上の課題について理解を深めた。  

 

本研究は今年度をもって終了するが、今後の展開として下記の事項が挙げられる。  

本プロジェクトは、ゼロから地域防災活動を始める地区での検証を重ね、一定の成果を

得たが、既に地域防災活動を実施している地区での新たな展開を支援するという視点を加

える必要がある。「地域防災支援技術パッケージ」を拡充し、それに対応する必要があると

考えている。  

一般に既に地域防災活動の蓄積のある地域では、地域内で議論を十分深めていることが

多い。自分たちの活動に自負を持ちつつ、一定の負担感を感じている。こうした状況下で

は、新たな動きを誘発しにくく、いわゆる「防災のマンネリ化」に陥りやすい。この状況

を内発的に打破し、主体的なステップアップを促すための方法を確立する必要がある。  

そのための必要条件としては、それまでの活動を総括し、客観的に評価されることが挙

げられる。自分たちの活動を客観視できることで、自分たちの弱み、強みについての理解

が深まり、結果として自律的な発展の機会を与えることになると考えられる。そのための、

不足を補い、成し遂げたことを伸ばすプログラム、それに対応する地域防災支援ツールの

拡充が必要になると考えられる。 


